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（注）人口：住民基本台帳(令和６年１月１日現在)による。

　　　面積：令和６年全国都道府県市区町村別面積調(令和６年10月１日現在)による。

（注）「令和５年度における一般職の国家公務員の任用状況調査報告」による。

0 203 -

検 察 官 144 2,840 5.1%

給与法適用職員 15,405 275,719 5.6%

任 期 付 職 員 23 2,384 1.0%

任 期 付 研 究 員

一般職国家公務員
（人）　 （人）　

15,572 281,146 5.5%

　　管内の一般職国家公務員（行政執行法人を除く。）の在職者は、15,572人です。

管　　内 全　　国 比　　率

【管内の一般職の国家公務員数】（令和６年１月15日現在）

管　　内 全　　国 比　　率

人　口 （千人）  7,103 124,885 5.7％

中国管内の概況

【管内指標】

　　中国事務局は、鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県の５県を管轄しており、この

　区域の面積は約3.2万ｋ㎡（全国の8.4％）、人口は約710万人（全国の5.7％）となっていま

　す。

面　積 （ｋ㎡） 31,920 377,976 8.4％
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※「令和５年度における一般職の国家公務員の任用状況調査報告」による。

※「令和５年度における一般職の国家公務員の任用状況調査報告」による。

合　計 15,405

財  務　省 714 4.6%

そ　の　他 1,547 10.0%

海上保安庁 1,407 9.1%

農林水産省 847 5.5%

国土交通省 2,301 14.9%

厚生労働省 2,216 14.4%

法　務　省 3,475 22.6%

国　税　庁 2,898 18.8%

【管内の給与法適用職員の省庁別人員構成】（令和６年１月15日現在）

省 庁 名 人数 比率

指　定　職 18 0.1%

合　計 15,405

福　祉　職 10 0.1%

専門スタッフ職 1 0.0%

教　育　職 92 0.6%

医　療　職 313 2.0%

公　安　職 3,775 24.5%

海　事　職 42 0.3%

専門行政職 176 1.1%

税　務　職 2,860 18.6%

【管内の給与法適用職員の職種別人員構成】（令和６年１月15日現在）

職   種 人数 比率

行　政　職 8,118 52.7%

行政職

8,118
（52.7％)

専門行政職
176

(1.1%)

税務職

2,860
(18.6％）

公安職
3,775

(24.5%)

医療職
313

(2.0%)
その他

163
(1.1%)

全職員

(中国管内）
15,405

単位：人

単位：人

法務省
3,475
（22.6％)

国税庁

2,898
(18.8%)

国土交通省

2,301
(14.9%)

厚生労働省

2,216
(14.4%)

海上保安庁
1,407
(9.1%)

農林水産省
847

(5.5%)

財務省
714

(4.6%)

その他

1,547
(10.0%)

全職員

(中国管内）
15,405

単位：人
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中国事務局の業務概況（令和６年度） 
  

採用試験等 

○ 当事務局においては、総合職試験（院卒者試験）（「法務区分」及び第２次試

験を除く。）、総合職試験（大卒程度試験）（「教養区分」の第２次試験を除く。）、

一般職試験（大卒程度試験）、一般職試験（高卒者試験）、一般職試験（社会人

試験（係員級））及び税務職員試験（第２次試験を除く。）を実施しました。 

  また、政府からの要請を受けて、就職氷河期世代を支援するために、中途採用

者選考試験（就職氷河期世代）の第１次選考を実施しました。 

 

○ 令和６年度の採用候補者名簿（中国地域）からの採用者数（内定者数を含む。）

（令和７年３月31日現在）は、一般職試験（大卒程度試験）（行政中国）が 212

人、一般職試験（高卒者試験）（事務中国、技術中国）が66人、一般職試験（社

会人試験（係員級））（技術社会人中国）が１人、税務職員が40人、刑務官が82

人となっています。 

 

募集活動 

○ 公務に優秀な人材を継続的に確保することを目的として、国家公務員を目指す

学生等を対象に、「国家公務員ガイダンス」や「官庁Ｗａｔｃｈｉｎｇ」等の募

集活動を行いました。 

 

研  修 

○ 係長、管理監督者等を対象とした役職段階別研修を４コース、メンター養成、

マネジメント等のテーマ別研修等を３コース、合計７コースの研修を実施しまし

た。 

  修了者数は延べ380人でした。 

 

民間企業の調査 

○ 民間企業を対象に、給与勧告の基礎資料を得るための「職種別民間給与実態 

査」及び国家公務員の勤務条件等検討の基礎資料を得るための「民間企業の勤務

条件制度等調査」を実施しました。 
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心の健康づくり 

○ ストレスを抱えた職員の悩みを聴きメンタルケアを行うこと、心の健康の問題

による長期病休者の職場復帰や再発予防について専門的立場から助言・指導を得

ること等を目的として、「こころの健康相談室」及び「こころの健康にかかる職

場復帰相談室」を開設しました。なお、「こころの健康相談室」については、オ

ンラインによる相談も可能です。 

 

生涯設計 

○ 50歳台及び40歳台の職員を対象に、自らの将来の目標や定年後の生活設計等を

考える機会を提供することにより、今後の職業生活への疑問や将来への不安の解

消を図り、安心して職務に専念してもらうことを目的として、「生涯設計セミナ

ー５０」及び「生涯設計セミナー４０」を開催しました。 

 

説明会・研修会 

○ 各機関の実務担当者を対象に、給与、勤務時間を始めとした各種制度の理解を

深め、適正な運用を図ってもらうことを目的として、各種業務の制度説明会及び

担当者研修会を計20回開催（紙面開催を含む。）しました。 

 

監査・調査 

○ 給与制度、健康安全管理制度及び災害補償制度の適正な運用を図るため、53機

関に対して監査を実施しました。 

○ 任用制度、勤務時間・休暇制度及び育児休業制度等の適正な運用を図るため、

８機関に対して調査を実施しました。 

 

苦情相談 

○ 当事務局に寄せられた各機関の職員等からの勤務条件等に関する苦情相談の

件数は17件でした。 

 

職員団体 

○ 中国管内の登録数は96団体であり、役員の変更等、95件の登録事務を行いまし

た。 

○ 職員団体との会見を14件行い、勤務条件に関する要求を聴取しました。 
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各方面との意見交換等 

○ 当事務局業務の円滑な実施及び国の各機関との有機的な連携の確保を目的と

して、各種業務に関する会議を計５回開催しました。 

○ ６都市において、企業経営者又は報道機関関係者を訪問して、公務員制度の在

り方等について意見聴取を行いました。 
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１ 職員の任免 

職員の任用は、成績主義に基づき、受験成績、人事評価又はその他の能力の実証

により行うものとされています。 

一方、公務能率の維持及び公務の適正な運営の確保の観点から、職員が一定の事

由に該当する場合には、その意に反して免職、降任、休職等の処分を行うことがで

きることとされています。 

  当事務局では、人材確保のための募集活動、国家公務員採用試験等の実施、採用

候補者名簿の作成及び管理を行うほか、各種会議及び制度等運用状況調査並びに日

常の業務を通じて、各機関における任用関係業務等についての支援・助言を行って

います。 

 

(1) 採用試験等 

  人事院が試験機関として実施した令和６年度の採用試験は、総合職試験（院卒者試

験及び大卒程度試験の２種類）、一般職試験（大卒程度試験、高卒者試験及び社会人

試験（係員級）の３種類）、専門職試験（大卒程度試験８種類及び高卒程度試験９種

類）及び経験者採用試験（10 種類）です。このうち、総合職試験及び一般職試験は、

主として各府省に共通する官職を対象とするもので、国税専門官採用試験等の 17 種類

の専門職試験は、それぞれ特定の行政分野に係る専門的な知識を必要とする事務をそ

の職務とする係員を採用するものです。 

   また、中途採用者選考試験（就職氷河期世代）の第１次選考を実施しました。 

  （試験の実施状況については、資料「2024 年度国家公務員採用試験等実施状況」（36 頁）、「各採

用試験（総合職・一般職（大卒程度・高卒者))の申込者数・合格者数の推移（10 年間）」（37 頁）、

「試験区分別実施状況（2024 年度）」（38 頁）参照） 

 

(2) 募集活動 

 ① 募集対策連絡会議 

 効果的な募集活動を実施し、公務に優秀な人材を継続的に確保することを目的と

して、中国管内の主な採用機関の担当者と人材確保施策についての意見交換等を行

いました。    

 

開催日 参加機関 参加者数 

R6.11.19 35 54 
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 ② 官庁ガイドの作成                                

公務とその魅力を学生等に分かりやすく伝えるため、中国

管内に所在する各府省の業務内容及び先輩職員からのメッ

セージ等を紹介した「官庁ガイド」を作成し、当事務局ホー

ムページで公開しました。 

 

 ③ 啓発活動 

不特定多数の者に対し、公務（各府省）の業務概要や直面する政策課題など公務

の魅力を伝えることや理解を広げることにより、学生の職業観の育成を図り、公務

に関心を持ってもらうことを目的として実施しています。 

 

  ア テーマ別公務員講座 

    国家公務員を目指す学生等を対象に、各回のテーマに沿って国家公務員の勤務

条件、官庁訪問、先輩職員の勉強方法等を短時間で紹介するオンライン講座を開

催しました。 

 

開催日 テーマ 参加者数 

R6.5.21 まずはここから 国家公務員入門  101 

R6.6.13 官庁訪問って何？にお答えします  109 

R6.8. 7 国家公務員の働き方に迫る   71 

R6.8.23 若手職員が答える 採用までの道のり   63 

 

  イ 官庁トークセッション「パネトーク」 

    国家公務員を目指す学生等を対象に、各機関の人事担当者等がパネリストとな

り、業務内容や職場の雰囲気等の共通のテーマに答えることで、各機関の業務内

容等を比較しながら関心を深めてもらえるオンラインイベントを開催しました。 

  

開催日 参加機関 参加者数 

R6.9.18～20 24 延べ 284 
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配信の様子①                    配信の様子② 

 

    ウ 国家公務員ガイダンス 

        国家公務員を目指す学生等を対象に、中国管内の各機関の業務内容や仕事のや

りがい、公務の魅力等を紹介する説明会を開催しました。 

 

開催日 会場等 参加機関 参加者数 

R6.10.19 WEB 28 延べ 499 

R6.11.20 岡山大学 32 236 

R6.12. 7 広島大学 30  91 

R6.12.11 島根大学 29  59 

R6.12.21 山口大学 28  74 

R6.12.26 広島修道大学 22  85 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明の様子①                    説明の様子② 

 

エ 試験制度説明会 

    国家公務員を目指す学生等を対象に、一般職試験（大卒程度試験）や専門職試

験等について、試験ごとの特徴や申込みから採用までの流れ等の試験制度全般に

関する説明会をオンライン形式で開催しました。 
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開催日 参加機関 参加者数 

R7.1.17 ７ 80 

  

また、管内大学等からの要望に応じ、主に一般職試験（大卒程度試験）につい

て、申込みから採用までの流れ等の試験制度全般に関する説明を行いました。 

開催日 主催大学 参加者数 

R6.4. 5 広島文教大学 10 

R6.8. 5 安田女子大学 16 

R7.2.18 広島新卒応援ハローワーク ８ 

 

 ④ 人材確保活動 

採用を目的として各機関の情報を発信するために実施しています。 

 

  ア 官庁合同業務説明会（一般職大卒程度試験） 

    一般職試験（大卒程度試験）の第１次試験合格者等を対象に、採用予定がある

機関の業務内容等について理解を深めてもらうための説明会を開催しています。 

       令和６年度は、２日間の日程で、初日にオンライン形式で各機関 10 分のリレー

説明、２日目に対面形式でブース説明を行いました。 

開催日 開催地等 参加機関 参加者数 

R6.6.28 WEB 26 647 

R6.6.29 広島市 31 411 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブース説明の様子①            ブース説明の様子② 
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  イ 官庁Ｗａｔｃｈｉｎｇ 

    国家公務員採用試験（大学卒業程度）の受験を予定している学生等を対象に、

職場見学や職員との意見交換会等により、公務の職場や職員の生の声に触れるこ

とができるイベントを開催しました。 

 

開催日 実施形式 参加機関 参加者数 

R7.3.4～5 WEB 37 延べ 755 

R7.3.6～7 対面 39 延べ 745 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員との懇談の様子               業務説明の様子 

 

  ウ 官庁合同業務説明会（一般職試験（高卒者試験）及び一般職試験（社会人試験

（係員級）） 

    一般職試験（高卒者試験）及び同試験（社会人試験（係員級））の第１次試

験合格者等を対象に、採用予定がある機関の業務内容等について理解を深めても

らうためのオンライン説明会を新たに開催しました。 

 

開催日 参加機関 参加者数 

R6.10.4 16 118 

 

 

 

 

 

 

   

配信の様子                  配信画面の一例 
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 ⑤ 大学との懇談会 

 中国管内に所在する主要大学の就職支援センター長及び就職担当教授等と、学生

の就職動向や効果的な募集活動について意見交換を行い、もって公務への優秀かつ

多様な人材の確保に資することを目的として開催しました。 

      

開催日 参加大学 

R6.12.10 ７ 

 

(3) 任用制度等説明会 

本府省及び地方機関等の任用実務担当者を対象に、任用制度の基礎的な事項及び

制度運用に関する事項についての説明会を開催しました（人材局企画課の主催によ

り、東京都においてオンライン配信）。 

 

開催日 参加機関 参加者数 

R6.5.16 32 51 

 

(4) 任用担当官会議 

  中国管内に所在する各機関の任用担当者を対象に、採用事務の手続等について説明

するとともに、採用に関する留意事項の周知徹底を図り、任用事務の適正かつ円滑な

遂行を図ることを目的として開催しました。 

開催日 参加機関 参加者数 

R6.6.21 43 50 
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(5) 任用に関する調査 

各府省等における任用関係法規の適正な運用を確保するとともに、職員の任用の実

態を把握することを目的として実施しています。 

令和６年度は、中国管内に所在する４機関を対象として実施した結果、一部の機関

において、選考採用や非常勤職員の採用事務等について適正でないと認められる事例

があり、その是正のための指導・助言を行いました。 

また、これらの機関から人事管理全般に関する意見・要望等を聴取しました。 

 

(6) 任用及び分限処分の状況 

 ① 採用候補者名簿からの採用状況 

職員の採用は、公開平等の競争試験によることが原則です。 

採用試験に合格した者は、採用試験ごとに作成される採用候補者名簿（以下「名

簿」という。）に記載されます。採用に当たっては、人事院が各府省等の任命権者

の求めに応じて名簿を示し、任命権者は名簿に記載された者の中から面接を行い、

その結果を考慮して採用することとされています。 

令和６年度に当事務局が作成した各名簿からの採用等の状況は、以下のとおりで

す。 

 

 

 (単位：人）

採用（内定）者数 辞退無応答者数 希望者数

一般職（大卒） 523 212 285 26

62 52 5 5

17 14 3 0

一般職（社会人係員級） 2 1 1 0

税務職員 84 40 44 0

85 47 37 1

27 7 20 0

4 4 0 0

22 21 1 0

5 3 2 0

　　※　一般職(大卒)の希望者数26名のうち、採用時期の延期を希望している者は11名

　　※　辞退無応答者数：当該名簿から採用される意思のないことを申し出た者及び今後の採用についての希望の有無等

　　　　               の調査のための照会に応答しない者の数

　　　　希望者数      ：採用（内定）に至っていないが、今後採用（内定）されることを希望して、引き続き当該名簿

　　　　　　　　　　　  に記載されることを希望する者の数

事務中国

名簿記載者数

刑 務 Ａ

刑務武道Ｂ

技術中国

刑務（社会人）Ａ

　○2024年度採用試験の採用候補者名簿からの採用等の状況　（R7.3.31現在）

税務中国

刑 務 Ｂ

一般職（高卒）

刑務官

試験の種類 採用候補者名簿名

技術中国

刑務武道Ａ

行政中国
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② 選考採用等の承認状況 

  ア 選考採用 

採用試験を行っても十分な競争者が得られないことが予想される官職や職務 

と責任が特殊な官職については、選考により採用することができます（人事院の

定める基準を満たすものについては人事院の承認不要）。 

また、名簿に記載されている志望者が５人未満の場合も、人事院の承認を得て

選考により採用することができます。 

令和６年度において、中国事務局長が承認した事例はありませんでした。 

 

  イ 他名簿からの採用 

補充しようとする官職に係る名簿がない場合や名簿において当該官職を志望す

ると認められる採用候補者が５人に満たない場合には、人事院が定める基準に従

い、他の名簿に記載されている者の中から採用することができます。 

令和６年度において、他名簿から採用された者は５人でした。 

  

③ 在職及び離職状況  

令和６年１月 15 日現在の中国管内における一般職国家公務員（給与法適用職員、

任期付職員、任期付研究員）の在職者総数は 15,428 人で、前年度に比べ 72 人減少

しています。 

また、令和５年度の中国管内における一般職国家公務員の離職者総数（分限及び

懲戒免職者を除く）は 1,034 人で、前年度に比べ 144 人減少しています。  

 

 ④ 分限処分の状況  

分限処分とは、職員の責任の有無にかかわらず、公務能率を維持するため、心身

の故障により職務の遂行に支障がある場合など法令に定められた事由に該当する場

合に降任、免職、休職、降給を行うことです。 

令和６年１月 15 日現在の中国管内における分限による休職中の職員は 121 人で、

前年度に比べ６人増加しています。そのうち、いわゆる病気休職の職員は 116 人で、

前年度に比べ５人増加しています。 
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２ 人材育成 

人事院は、職員に現在就いている官職又は将来就くことが予想される官職の職務 

と責任の遂行に必要な知識、技能等を習得させ、その他その遂行に必要な職員の能

力・資質等を向上させることを目的として、計画的に研修を実施しています。 

当事務局では、年間を通じ中国管内の各機関に勤務する職員を対象として、新採 

用者から管理監督者までの各役職段階別研修、メンターの養成、マネジメントなど

特定の内容に関するテーマ別研修を実施しています。 

 公務を取り巻く状況変化の中、Ｏｆｆ－ＪＴの役割の重要性はますます高まってお 

り、人事院では、マネジメント能力向上のための研修をはじめ、各種研修に取り組ん

でいます。 

令和６年度は、研修の目的・内容等を勘案し、役職段階別研修（新採用職員研修を

除く）は対面研修での実施、新採用職員研修及びテーマ別研修はオンライン研修での

実施としました。 

 

 ① 役職段階別研修 

役職段階別研修は、役職段階ごとに求められる能力・資質を向上させるとともに、

国民全体の奉仕者としての意識の徹底を図り、併せて政府職員としての一体感を培

うことを目的としています。 

  ア 新採用職員研修 

各機関に新たに採用された職員を対象に、国民全体の奉仕者としての使命と心

構え、国家公務員制度の基礎的知識、社会人として必要なマナーやコミュニケー

ション能力を習得させることを目的として実施しています。 

 

実施日 主な科目 修了者数 

 

 

 

R6.4. 9
 

～ 4.10
 

 

 

 

・公務員としてのあり方 

・公務職場における応接とマナー、コミュ

ニケーション 

・人事評価 

・給与、勤務時間・休暇、ハラスメント 

 防止、両立支援 

・服務、倫理、情報セキュリティ 

・こころの健康づくり 

 

 

 

24 機関
 

97 人
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  イ 中堅係員研修 

各機関の一定の職務経験を積んだ中堅の係員を対象に、組織における自分の役

割等を考えさせるとともに、円滑な業務遂行に資する能力の向上を図ることを目

的として実施しています。 

 

実施日 主な科目 修了者数 

   

 
R6.12.3

 

   
～ 12.5

 

 

・公務員倫理 

・タイムマネジメント 

・中堅係員の役割 

・職場のメンタルヘルス 

・ワールドカフェ 

    

42 機関
 

    48 人
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループワークの様子 

 

  ウ 係長研修 

各機関の係長級職員を対象に、職場の第一線を担うリーダーに求められる知識

及び実践的な能力の向上を図ることを目的として実施しています。 

実施日 主な科目 修了者数 

 

R6.9.3 

～ 9.5 

 

・問題解決力を磨く 

・公務員倫理 

・ファシリテーション 

・アサーティブ・コミュニケーション 

 

40 機関 

47 人 
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演習の様子 

 

  エ 管理監督者研修 

令和５年度まで隔年実施していた課長研修及び課長補佐研修を統合し新設した

研修で、各機関の課長又は課長補佐級の管理監督者を対象に、相当高度の管理能

力を習得させることを目的として実施しています。 

 

  実施日 主な科目 修了者数 

R6.11.7 

～ 11.8
 

・メンタルヘルスマネジメント 

・職場マネジメント力の向上にむけて 

43 機関 

48 人 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

討議の様子 

 ② テーマ別研修 

テーマ別研修は、公務における必要な特定の知識及び能力の向上、適切な勤務環

境の確保等を目的としています。 
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  ア 女性職員のためのキャリア支援研修 

令和５年度まで実施していた「女性職員キャリアアップ研修」を改称し、各機

関の係長級の女性職員を対象に、主体的・積極的なキャリア形成支援及び府省を

超えた人的ネットワークの形成の機会を付与することを目的として実施していま

す。 

実施日 主な科目 修了者数 

R6.10. 9
 

～ 10.10
 

・キャリアについて考える 

・コーチング 

・タイムマネジメント 

28 機関 

32 人
 

 

  イ メンター養成研修 

各府省のメンター・プログラム導入への支援の一環として、各機関でメンター

（自分の経験を基に後輩職員の相談に乗り、助言する先輩職員）となることが予

定されている職員を対象に、職場におけるメンター、メンタリングに関する基本

的な知識とコミュニケーション・スキルを習得させることを目的として実施して

います。 

 

 

 

 

 ウ マネジメント研修（ＪＳＴ（仕事と人のマネジメント研修）１日コース） 

各機関からのマネジメント研修の拡充要望を踏まえ、係長級職員を対象に、仕

事の管理や部下の指導等に関わるチームワーク、リーダーシップ力を高める意義

を認識し、これらの能力発揮を職場で実践していくことを促す機会を提供するこ

とを目的として実施しています。 

実施日 主な科目 修了者数 

 

 

R6.11.21 

 

 

・第一線のリーダーの任務 

・ビジョンと目標設定 

・計画と実施、仕事の改善を考える  

・マネジメントに関する事例研究 

・リーダーシップの働き 

・メンバーのモチベーションを高める 

 

36 機関
 

45 人
 

 

 

実施日 主な科目 修了者数 

R6.6.20
 ・コミュニケーション・スキル  

・ロールプレイ 

57 機関 

63 人 
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３ 給 与 

職員の給与は、社会一般の情勢に適応するよう人事院において調査・研究を行い、

適当と認める改定等を国会及び内閣に同時に勧告・報告することとされています。 

当事務局では、給与勧告制度の基礎資料となる公務員給与及び民間給与の実態を

的確に把握するための調査を行っているほか、各種説明会、実務研修会及び給与簿

監査並びに日常の業務を通じて各機関における給与実務についての支援・助言を行

っています。 

 

(1) 給与報告 

 ① 給与勧告制度の仕組み 

   国家公務員は、民間企業の勤労者とは異なり、争議権や団体交渉権などの憲法で

保障された労働基本権が制約されています。給与勧告は、このような労働基本権制

約の代償措置として、国家公務員に対し、社会一般の情勢に適応した適正な給与を

確保する機能を有するものです。 

   人事院は、国家公務員の給与水準を民間企業従業員の給与水準と均衡させること

（民間準拠）を基本に、官民の給与を精密に比較（ラスパイレス方式）した上で、

勧告を行っています。 

  （資料「給与勧告の実施状況等」（39頁）参照） 

 

 ② 職種別民間給与実態調査及び国家公務員給与等実態調査 

   人事院では、官民給与の比較の基礎とするため、毎年、「職種別民間給与実態調

査」及び「国家公務員給与等実態調査」を次のとおり行っています。 

  ア 職種別民間給与実態調査 

    都道府県や政令指定都市等の人事委員会と共同で、全国の企業規模50人以上 

かつ事業所規模50人以上の民間事業所のうちから無作為抽出した約11,700事業所

を対象として、人事院等の職員が直接、民間事業所を訪問して行っている調査で

す。 

    当事務局では、92事業所を対象に調査を行いました。 

  イ 国家公務員給与等実態調査 

    一般職の国家公務員のうち給与法等の適用を受ける常勤職員を対象として、職

員の俸給、諸手当の受給状況、年齢、学歴等について各府省の協力を得て行って

いる調査です。 
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 ③ 給与勧告等の取扱い 

   人事院は、令和６年８月８日、国会及び内閣に対して、国家公務員の給与等に関

する報告及び勧告を行いました。 

   政府は、勧告の取扱いについての検討を進め、同年12月9日の閣議において、給与

法等の一部改正法案を勧告どおり改定する旨決定し、同日、改正法案は国会に提出

されました。その後、同法は同年12月17日に成立し、同月25日に公布され、官民較

差による俸給表改定は同年４月１日から適用されました。 

 

(2) 給与実務担当者研修会 

給与制度の適正な運用を確保するため、中国管内に所在する各機関の実務担当者を

対象に研修会を開催しています。 

令和６年度は、給与実務初任者等研修会はオンラインにより開催しました。なお、

例年２月に実施している給与事例等研修会は、令和７年度から給与制度のアップデー

トが予定され、各種制度が多岐にわたって改正されることが見込まれたため、実施を

見送りました。 

 

名称 開催日 内容 参加機関 参加者数 

 

 

給与実務初任者等研修会 

R6.5.27 

 

諸 手 当 

・ 支 給 

53 

 

72 

 

R6.6.24 

～ 6.25 

諸 手 当 56 

 

83 

 

 R6.9.10 

～ 9.11 

俸給決定 

 

41 

 

57 

 

 

(3) 給与簿監査 

職員の給与が給与法、人事院規則等に適合して行われることを確保することを目的

に「給与簿監査」を実施しています。 

当事務局では、中国管内に所在する47機関を対象として監査を実施しました。 
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４ 勤務時間及び休暇等 

人事院は、勤務時間及び休暇制度の実施についての責めに任じられており、具体

的運用に当たる各府省と協力して、職員の適正な勤務条件の確保に努めています。 

当事務局では、国家公務員の勤務条件等検討の基礎資料を得るための調査を行っ

ているほか、制度説明会及び制度等運用状況調査並びに日常の業務を通じて、各機

関における勤務時間及び休暇制度の運用について指導を行っています。 

 

(1) 勤務時間・休暇制度説明資料の配布 

  勤務時間・休暇制度に関する基礎知識の付与及び関係法令の周知徹底を図り、当該

制度の適正かつ円滑な運営に資することを目的として、中国管内に所在する各機関の

実務担当者を対象に、勤務時間の割振り、超過勤務時間の上限規制、週休日の振替、

休日の代休日及び休暇並びに非常勤職員の勤務時間・休暇等について、音声解説付き

の制度説明資料を配布しています。 

 

(2) 勤務時間・休暇制度等に関する調査 

 ① 公務における勤務時間・休暇制度等運用状況調査 

   勤務時間・休暇制度等の遵守状況を確認し、必要に応じて指導・助言を行うとと

もに、各府省から意見を聴取し、今後の施策の検討に活用することを目的として、

「勤務時間・休暇制度等運用状況調査」を実施しています。 

   当事務局では、中国管内に所在する４機関を対象として調査を実施するとともに、 

これらの機関から勤務時間・休暇制度等に関する意見・要望等を聴取しました。 

 

 ② 民間企業の勤務条件制度等調査 

    国家公務員の勤務条件の諸制度を検討するための基礎資料を得ることを目的とし

て、「民間企業の勤務条件制度等調査」を実施しています。 

全国に所在する企業規模50人以上の企業のうちから無作為抽出した約7,500社を

対象として、10 月１日現在における自己啓発の支援の状況、社宅の状況等、業務災

害及び通勤災害に対する法定外給付制度等について、オンラインによる回答を可能

とした上で、郵送等により回答を求めました。 
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５ 健康安全・ハラスメント対策・両立支援 

人事院は、職員の福祉の増進、能率の発揮等の観点から、健康安全管理、心の健

康づくりのための対策、ハラスメントの防止対策、仕事と育児・介護の両立支援等

について様々な施策を推進しています。 

当事務局では、各種研修会等及び管理状況監査並びに日常の業務を通じて、各機

関における職員の福祉の増進、能率の発揮等についての支援・助言を行っています。 

 

(1) 健康安全管理対策 

  職員の勤務能率の発揮・増進のためには、職員が健康な状態で職務に従事し得るよ

う、職員個々人の心身の健康状態を良好に保つとともに快適で安全な勤務環境を確保

することが必要です。 

  人事院は、各府省における勤務環境に関する措置、有害・危険業務等に関する措置、

健康診断等の基準を定め、その適切な運用について支援・助言を行っています。 

 

 ① 安全対策会議 

   「国家公務員安全週間（７月１日～７日）」の周知及び各機関における安全意識

の高揚、安全管理活動の定着等を図り、職員の安全を確保することによって公務能

率の向上に資することを目的として、中国管内に所在する各機関の安全管理者、安

全管理担当者等を対象とした「安全対策会議」を、資料提供及び有識者による講演

動画配信により開催しています。 

   会議では、安全週間の趣旨・標語、安全週間に際し全ての機関で実施すべき事項、

各機関の実情に応じ、重点的に実施する事項等について周知するとともに、安全管

理の専門家による講演を行い、担当者の認識を深め、各府省における施策の充実を

図りました。 

 

開催期間 参加機関 参加者数 

R6.7.18～7.31 42 131 

 ② 健康安全管理状況監査 

   各府省における健康安全に関する法規の遵守状況を監査し、その結果、不当事項

等を発見した場合には、その是正の指示その他必要な指導を行い、職員の健康安全

を確保することを目的として、「健康安全管理状況監査」を実施しています。 

   当事務局では、中国管内に所在する５機関を対象として監査を実施しました。 
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(2) 心の健康づくりのための対策 

  職員の心の健康づくりは、職員やその家族にとって重要な問題であるばかりでなく、

職員が高い志気を持って能力を十分に発揮し、国民に対して公務を効率的かつ的確に

提供するという観点からも重要な課題です。このような認識の下、人事院では、職員

の心の健康づくりのための対策を一層推進するため、諸事業を実施しています。 

 

 ① こころの健康相談室 

   ストレスを抱えた職員の悩みを聴き、メンタルケアを行うこと、また、職場関係

者等に対して助言・指導を行うことを目的として、中国管内に所在する各機関の職

員、その家族、健康管理者及び管理監督者等を対象とした専門医による「こころの

健康相談室」を設置しており、オンラインによる相談も行っています。 

   令和６年度は、12 件の相談を受けました。 

 

 ② こころの健康にかかる職場復帰相談室 

   心の健康の問題による長期病休者の職場復帰、再発予防等に関し、人事院におい

て精神科医等を確保し、各府省がその医師を職場復帰のための健康管理医として委

嘱することにより、専門的立場から助言・指導を得ることを目的として、「こころ

の健康にかかる職場復帰相談室」を設置しています。 

   令和６年度は、中国管内に所在する機関のうち、利用を希望する機関が当事務局

で確保した医師を職場復帰のための健康管理医として委嘱し、４件の相談を受けま

した。 

(3) ハラスメント防止対策 

  ハラスメントは、個人の人格や尊厳を不当に侵害するだけでなく、勤務能率や職場

秩序に悪影響を及ぼす重大な問題です。 

  人事院では、公務の職場におけるハラスメント防止策の一環として、「国家公務員

ハラスメント防止週間（12 月４日～10 日）」を設け、諸事業を実施しています。 

 

① ハラスメント防止対策担当者会議 

   ハラスメントの防止及び排除並びに被害者救済などに関し、各府省のハラスメン

ト防止対策担当者の認識を深め、公務におけるハラスメント防止に関する施策の充

実を図ることを目的として、中国管内に所在する各機関においてハラスメント防止

対策を担当する職員を対象とした「ハラスメント防止対策担当者会議」を開催して

います。 

会議では、ハラスメント防止に係る人事院規則の制度説明や公務におけるハラス
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メント防止対策に関する情報提供を行いました。 

 

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R6.11.20 広島市 31 37 

 

 ② ハラスメント相談員セミナー 

   ハラスメント相談員に求められる心構え及び基礎的知識を得るとともに、相談業

務を適切に遂行するために必要な相談技法の向上を図ることを目的として、中国管

内に所在する各機関においてハラスメントに関する苦情相談を受ける職員を対象

とした「ハラスメント相談員セミナー」を開催しています。 

   セミナーは「苦情相談担当官研修会」（31 頁参照）と併せて「苦情・ハラスメン

ト相談員セミナー」として実施し、「苦情相談・ハラスメント相談への対応－相談

員の役割と具体的聴き方－」と題して、専門家による講義・演習を行いました。 

    

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R6.11.20 広島市 26 30 

 

 ③ ハラスメント防止講演会 

   「国家公務員ハラスメント防止週間（１２月４日～１０日）」の周知及び職場に

おけるハラスメントの防止等に関する啓発、助言、情報の提供等を行うことを目的

として、中国管内に所在する各機関の職員を対象とした「ハラスメント防止講演会」

を開催しています。 

講演会では、「ハラスメントのない職場を目指して」と題して、ハラスメントが

起きる背景や、それを踏まえて職場でどのような取組が必要であるかなどについ

て、ハラスメント問題に造詣が深い大学教授による講演を行いました。 

    

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R6.11.29 広島市 55 84 

 

④ 幹部・管理職員ハラスメント防止研修 

   ハラスメント防止対策においては、幹部・管理職員の役割が極めて重要であるこ

とから、幹部・管理職員に、組織マネジメントの観点から、ハラスメントの防止、

発生した場合等に自らが担う役割について意識及び理解の向上を促すとともに、自

らの理解度等について気付きを得る機会とすることを目的として、本府省及び地方
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機関等の課長級以上の職員等を対象とした「幹部・管理職員ハラスメント防止研修」

を開催しました（職員福祉局職員福祉課の主催により、東京都においてオンライン

配信）。 

   第一部では、「組織マネジメントの観点を含めた意識及び理解の向上、幹部・管

理職員の役割」と題して専門家による講義を行い、第二部では、第一部の講義を踏

まえ、「認識度調査結果に基づくグループワーク、幹部・管理職員の役割・行動様

式の再確認」と題して、グループワークを行いました。 

 

 開催日 開催地 

第一部 

（講義） 

R6.10.28 東京都 

第二部 

（グループワーク） 

R6.12.3 

 ～R7.1.17 

東京都 

・第二部は、第一部の参加者を対象に５回に分けて実施。 

 

 ⑤ ハラスメント防止対策担当者実務研修 

実務担当者に必要となる行動様式を習得し、「問題解決のプロセス」の理解を深め

させ、問題解決技能や防止意識を高める機会とすることを目的として、本府省及び

地方機関等のハラスメント防止対策を担当する係長職以上の職員を対象とした「ハ

ラスメント防止対策担当者実務研修」を開催しました（職員福祉局職員福祉課の主

催により、東京都においてオンライン配信）。 

   第一部では、「実務担当者に必要となる行動様式を習得、問題解決のプロセスの

理解の深化」と題して専門家による講義を行い、第二部では、第一部の講義を踏ま

え、「解決策を導くケーススタディにより、問題解決技能や防止意識を高める」と

題して、グループワークを行いました。 

 

 開催日 開催地 

第一部 

（講義） 

R6.11.5 東京都 

第二部 

（グループワーク） 

R7.1.21 

 ～2.18 

東京都 

   ・第二部は、第一部の参加者を対象に５回に分けて実施。 
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(4) 仕事と育児・介護の両立支援 

  人事院は、ワークライフバランスの実現に向けて、国家公務員の仕事と育児・介護

の両立支援制度を定め、その適切な運用について支援・助言を行っています。 

 

 ① 育児休業・女子福祉制度説明資料の配布 

   育児休業・女子福祉制度に関する基礎知識の付与及び関係法令の周知徹底を図 

り、当該制度の適正かつ円滑な運営に資することを目的として、中国管内に所在す

る各機関の実務担当者を対象に、育児休業制度、育児短時間勤務制度、育児時間制

度のほか、女子職員の健康・安全及び福祉制度について、制度説明資料を配布して

います。 

   

 ② 介護に関するセミナー 

   今後、公務においても、介護に関わる職員が増加することが想定される中で、職

員の仕事と介護との適切な両立を図っていくことが極めて重要な課題となりつつ

あることから、国家公務員の介護に関する両立支援制度や、介護保険の仕組み、実

際に介護事由が生じた場合の職員や管理職の対応方法などについて、ワークを交え

ながら理解を深めることで仕事と介護の適切な両立を推進することを目的として、

中国管内に所在する各機関の人事担当者等を対象とした「介護に関するセミナー」

を開催しています。 

   セミナーでは、国家公務員の介護に関する両立支援制度や介護保険の仕組み、介

護事由が生じた場合の対応方法などの講義・演習を行いました。 

 

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R7.1.28 広島市 23 28 
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６ 災害補償 

災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）又は通勤に

よる災害を受けた場合に、国が使用者として、その職員又はその遺族に対し、災害

によって生じた損害を補償し、被災職員の社会復帰の促進及び職員・遺族の援護を

図るために必要な福祉事業を行うことを目的としています。 

当事務局では、災害補償制度に関する実務担当者研修会及び実施状況監査並びに

日常の業務を通じて、各機関における災害補償実務についての支援・助言を行って

います。 

 

(1) 災害補償実務担当者研修会 

災害補償制度及び公務・通勤災害の認定に関する災害補償業務の迅速かつ適正な運 

営に資することを目的として、中国管内に所在する各機関の実務担当者を対象とした 

「災害補償実務担当者研修会」をｅ-ラーニング教材の配布により開催しています。 

研修会では、災害補償制度の概要、公務（通勤）災害の認定、補償及び福祉事業、

平均給与額、損害賠償との調整等について、音声解説付きの制度説明資料を配布しま

した（開催期間 R6.9.12～12.13。職員福祉局補償課が本省を通じて周知）。 

 

(2) 災害補償実施状況監査 

  各実施機関が行う補償及び福祉事業の実施状況について監査し、その結果、不当事

項等を発見した場合には、その是正の指示その他必要な指導を行い、各実施機関にお

ける迅速かつ公正な補償の実施及び適正な福祉事業の実施の確保を図ることを目的と

して、「災害補償実施状況監査」を実施しています。 

    当事務局では、中国管内に所在する１機関を対象として監査を実施しました。 
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７ 服務・懲戒、倫理 

職員は、国民全体の奉仕者として、公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂

行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないものとされており、

このため、職員には法令及び上司の命令に従う義務、秘密を守る義務、争議行為や

信用失墜行為の禁止、政治的行為の制限、兼業の禁止などの服務上の制約が課せら

れています。また、服務規律の保持のために、懲戒制度が設けられています。 

上記のほか、職務の執行の公正さに対する国民の疑惑や不信を招くような行為の

防止を図り、公務に対する国民の信頼を確保することを目的として、国家公務員倫

理法が制定されています。 

  当事務局では、制度の周知徹底や運用の適正化を図るため、中国管内に所在する

各機関を対象に、説明資料の配布や研修会等を行っています。 

 

(1) 服務・懲戒制度説明資料の配布 

  服務・懲戒制度の周知徹底を図り、業務の適正、適切な運用を確保することを目的

として、中国管内に所在する各機関を対象に、音声解説付きの制度説明資料を配布し

ました。 

 

(2) 倫理事務担当者向け研修会 

  倫理制度の周知徹底及び倫理保持に係る取組の推進を目的として、令和６年 10 月

31 日に、本府省及び地方機関の倫理事務担当者を対象とした「倫理事務担当者向け研

修会」を開催（国家公務員倫理審査会事務局の主催により東京都においてオンライン

配信）し、国家公務員倫理制度に関する基本的事項や照会の多い事例等の説明を行い

ました。 
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(3) 「国家公務員倫理月間」におけるポスターの掲示 

  国家公務員の倫理保持について事業者等の協力を得ることを目的として、国家公務

員倫理月間（例年 12 月）期間中、広島市内の公共交通機関（電停ホームや路線バス車

内）等にポスターを掲示し、国家公務員は、利害関係のある事業者からの金品等の贈

与や供応接待が原則として禁止されていることを周知するとともに、禁止行為をみか

けたときの相談・通報を呼びかけました。 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

   掲示したポスター 
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８ 生涯設計 

本格的な高齢社会を迎え、高齢者がその能力を有効に発揮できる雇用環境を整備

することが社会全体の課題となっており、人事院は、定年後の再任用制度の円滑な

実施など高齢社会に対応した諸施策を展開しています。 

当事務局では、各機関の職員を対象とした「生涯設計セミナー」を開催し、職員

の定年後の生活設計を支援しています。 

 

(1) 生涯設計セミナー５０ 

  中国管内に所在する各機関の定年を控えた 50 歳台の職員を対象に、定年後の生活設

計の必要性、再任用制度や公的年金制度などの知識や情報を付与するとともに、生涯

設計を考える機会を提供することにより、定年後の生活への疑問や不安の解消を図り、

安心して職務に専念してもらうことを目的として開催しています。 

 

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R7.1.16～17 広島市 17 34 

 

(2) 生涯設計セミナー４０ 

中国管内に所在する各機関の 40 歳台の職員を対象に、職員が早い時期に自らの将来

の目標を明確にした生涯設計（ライフプラン）を考える機会を提供し、職業キャリア、

家庭経済及び健康管理に関する知識や情報を付与することにより、今後の職業生活及

び個人生活の両面において疑問や不安の解消を図り、やりがいを持って職務に精励で

きる環境を整備することを目的として開催しています。 

 

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R7.1.15 広島市 ６ ７ 
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９ 公平審査 

公平審査は、職員の身分や利益を保障することによって人事行政の公正を期し、

公務の能率的な運営を確保することを目的とした制度であり、職員は、不利益処分

についての審査請求、勤務条件に関する行政措置の要求等をすることができます。 

当事務局では、これらの請求や要求等について審理・事実調査を本院公平審査局

と分担して実施するほか、行政措置要求等の形式をとらない苦情相談に対して必要

な対応を行うとともに、各機関に対して連絡会議及び研修会を通じて支援・助言を

行っています。 

 

(1) 公平審査等の状況（当事務局分） 

 ① 不利益処分についての審査請求 

   令和６年度における受付は２件で、処理状況は承認１件及び終了１件となってお

り、次年度への繰越しはありません。 

 

 ② 勤務条件に関する行政措置の要求 

   令和６年度における受付はなく、令和５年度からの繰越し分１件の処理状況は却

下となっており、次年度への繰越しはありません。 

 

 ③ 災害補償等についての審査の申立て 

   令和６年度における受付は１件で、次年度へ繰越しとなりました。 

 

 ④ 給与の決定に関する審査の申立て 

   令和６年度における受付は９件で、処理状況は棄却３件及び取下げ１件となって

おり、次年度への繰越しが５件となりました。 

 

 ⑤ 苦情相談の処理 

   人事院は、職員から勤務条件や勤務環境等に関する苦情相談がなされた場合、制

度の説明及び助言を行うほか、相談者の了解の下に、相談者の所属する府省へ相談

内容を伝達し、必要に応じ、事実関係についての調査等の対応を求めるなどの方法

により、適切な解決を図っています。 

   令和６年度に中国管内の各機関の職員からあった苦情相談は１７件で、パワー・

ハラスメントに関する相談が多い傾向にありました。 
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(2) 苦情相談に関する連絡会議 

  各府省における苦情相談業務の適切な運営を支援することを目的として、中国管内

に所在する各機関において職員からの苦情相談業務を担当する職員を対象とした「苦

情相談に関する連絡会議」を開催しています。 

  会議では、苦情相談の内容及び処理状況、相談事例等についての情報提供及び各機

関との意見交換を行いました。 

 

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R6.11.20 広島市 31 37 

 

(3) 苦情相談担当官研修会 

  相談員に求められる心構え及び基礎的知識を得るとともに、相談業務を適切に遂行

するために必要な相談技法の向上を図ることを目的として、中国管内に所在する各機

関において職員からの苦情相談業務を担当する職員を対象とした「苦情相談担当官研

修会」を開催しています。 

  研修会は「ハラスメント相談員セミナー」（23 頁参照）と併せて「苦情・ハラスメ

ント相談員セミナー」として実施し、「苦情相談・ハラスメント相談への対応－相談

員の役割と具体的聴き方－」と題して、専門家による講義・演習を行いました。 

 

開催日 開催地 参加機関 参加者数 

R6.11.20 広島市 26 30 
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10 職員団体 

一般職の国家公務員（行政執行法人職員を除く。）は、警察職員、海上保安庁又

は刑事施設で勤務する職員を除き、勤務条件の維持改善を図ることを目的として職

員団体を結成することができます。 

 当事務局では、職員団体からの勤務条件改善の申入れ等のための会見に応じてい

ます。 

 

(1) 職員団体との会見 

  人事院は、職員の勤務条件に関する勧告、規則の制定、改廃などを行うに当たって、 

職員団体その他の公務員組合との会見を通じて、職員の意見・要望等を聴取し、これ 

らの施策に反映させることとしています。 

  当事務局において令和６年度に行った会見は 14 件で、意見・要望等の主な内容は、

俸給や昇格の改善、諸手当（通勤手当、超過勤務手当、特殊勤務手当等）の支給額の

引上げや支給要件の緩和、再任用職員や非常勤職員の処遇改善、休暇制度や仕事と育

児・介護との両立支援制度の充実、定年の段階的引上げに伴う各種施策の見直し、定

員増加に向けた関係機関への働きかけ等に関するものでした。 

  

 第Ⅰ四半期 第Ⅱ四半期 第Ⅲ四半期 第Ⅳ四半期     計 

連 合 体 ２ ２ ２ ４ 10 

単   組 １ ０ ３ ０  ４ 

計 ３ ２ ５ ４ 14 

  

  また、令和６年８月９日に、広島市において職員団体に対して給与勧告等に関する

説明会を開催しました。 

 

(2) 職員団体の登録 

  職員団体の登録制度は、職員団体が民主的かつ自主的な団体であることを人事院が 

公証するもので、これによって交渉等における当局と職員団体との関係の円滑化を図

り、安定した労使関係の確立を期待しているものです。 

  当事務局における令和６年度の新規登録は０件、役員、規約等の変更登録件数は 95

件で、登録の抹消件数は０件でした。 
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              ○中国管内の職員団体登録状況（R7.3.31 現在） 

府 省 名 登録団体数 

総  務 省 1  

法  務 省 1  

財 務 省 59  

厚生労働省 6  

農林水産省 11  

国土交通省 18  

計 96  

 

(3) 職員団体制度説明資料の配布 

職員団体制度の周知徹底を図り、制度の適正な運用を確保することを目的として、

中国管内に所在する各機関を対象に、音声解説付きの制度説明資料を配布しました。 
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11 各方面との意見交換等 

人事院では、人事行政を適切に運営していくため、各方面から公務員や公務員制 

度に対する率直な意見を聴取するとともに、公務に対する理解を深めてもらうこと 

に努めています。聴取した意見については、制度改正などを通じ、人事行政の方針 

の策定や運営面に反映させていくこととしています。 

当事務局では、国の各機関を始め、企業経営者、報道機関の論説委員等の各界有 

識者との意見交換などを実施しています。 

 

(1) 各機関からの陳情 

  人事院では、各機関から給与、勤務時間等の勤務条件に関する陳情や要望を聴取し

ています。 

  当事務局では、令和６年度に10機関から陳情を受けました。内容は俸給や昇格の改

善、諸手当の支給額の引上げや支給要件の緩和など給与制度の改善に関するものが多

く、その他は再任用職員や非常勤職員の処遇改善、仕事と育児・介護との両立支援制

度の充実などでした。 

 

(2) 企業経営者等との意見交換 

  人事院では、企業経営者、報道機関関係者等を対象に、国家公務員給与の決定方法、

人事院勧告の意義・役割等を説明するとともに、公務員給与の在り方を中心に国家公

務員制度に関する意見等を広く聴取するほか、地域における経営環境及び賃金改定の

動向を聴取しています。 

当事務局では、境港市、松江市、笠岡市、広島市、尾道市及び防府市において意見

交換を行いました。 
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　 　 （単位：人、倍）

試験の

程度 中国管内 全　国 中国管内 全　国 中国管内 全　国 中国管内 全　国

45 1,335 29 957 21 658 2.1 2.0
(9) (398) (5) (287) (4) (193)

870 12,249 189 2,553 91 1,285 9.6 9.5
(411) (5,374) (70) (850) (39) (457)

229 4,734 22 804 5 467 45.8 10.1
(121) (1,937) (5) (222) (1) (136)

1,634 24,240 929 10,823 616 7,557 2.7 3.2
(713) (10,302) (391) (4,426) (286) (3,250)

28 786 3 102 0 28 － 28.1
(6) (187) (2) (29) (0) (11)

50 1,880 16 840 11 451 4.5 4.2
(29) (845) (11) (350) (7) (195)

201 2,422 69 937 41 527 4.9 4.6
(97) (1,099) (30) (417) (23) (257)

771 12,161 418 5,910 242 3,358 3.2 3.6
(359) (5,137) (197) (2,442) (118) (1,503)

339 106 70 4.8
(226) (78) (54)

243 2,799 116 1,176 30 431 8.1 6.5
(111) (1,153) (42) (464) (13) (186)

23 800 4 223 2 135 11.5 5.9
(12) (382) (2) (103) (1) (68)

40 506 18 149 12 84 3.3 6.0
(11) (94) (6) (29) (4) (18)

1,351 415 203 6.7
(313) (93) (49)

4,134 65,602 1,813 24,995 1,071 15,254 3.9 4.3
(1,879) (27,447) (761) (9,790) (496) (6,377)

491 9,681 211 4,269 151 3,132 3.3 3.1
(165) (3,384) (68) (1,492) (54) (1,158)

13 273 2 66 2 42 6.5 6.5
(3) (50) (0) (9) － (5)

7 222 1 61 0 10 － 22.2
(1) (68) (0) (19) － (4)

319 5,414 249 3,310 143 1,621 2.2 3.3
(76) (1,401) (65) (761) (32) (322)

27 1,581 8 376 2 179 13.5 8.8
(10) (510) (3) (118) (1) (59)

302 4,289 160 2,381 84 1,403 3.6 3.1
(85) (1,304) (42) (784) (28) (544)

10 340 6 189 4 103 2.5 3.3
(6) (153) (4) (75) (2) (39)

33 321 13 113 6 87 5.5 3.7
(9) (73) (3) (28) (1) (23)

84 2,064 45 820 34 514 2.5 4.0
(13) (373) (11) (143) (8) (96)

101 3,568 63 2,706 27 1,172 3.7 3.0
(28) (1,001) (16) (801) (4) (364)

11 332 5 83 3 66 3.7 5.0
(2) (94) (1) (17) (1) (16)

1,398 28,085 763 14,374 456 8,329 3.1 3.4
(398) (8,411) (213) (4,247) (131) (2,630)

5,532 93,687 2,576 39,369 1,527 23,583 3.6 4.0
(2,277) (35,858) (974) (14,037) (627) (9,007)

中国管内 全　国 中国管内 全　国 中国管内 全　国 中国管内 全　国

169 3,909 71 993 12 151 14.1 25.9

（注１）　中国管内の一般職試験（大卒程度試験、高卒者試験及び社会人試験（係員級））については、中国地域名簿の区分で受験を申し込んだ者 

　　　　　(他事務局管内の試験地で受験を申し込んだ者を含む）の数と全国名簿の区分のうち中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数の和を示す。

（注２）　中国管内の刑務官試験、税務職員試験及び中途採用者選考試験（就職氷河期世代）については、中国地域名簿の区分で受験を申し込んだ者

　　 　　  (他事務局管内の試験地での受験を申し込んだ者を含む）の数を示す。

（注３）　中国管内の他の試験については、中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数を示す。

（注４）　総合職試験（院卒者試験法務区分)、食品衛生監視員試験及び経験者採用試験については、中国管内に試験地がない。

（注５)　 (  )内は女性の数を示す。

大卒程度試験
（除く教養区分）

大卒程度試験
（教養区分）

2024年度 国家公務員採用試験等実施状況

 試 験 の 種 類
申込者数(A)　　　人 第１次試験合格者数　人 最終合格者数(B)　人 倍率（Ａ/Ｂ）　　倍

法務省専門職員
（人間科学）

財務専門官

国税専門官

皇宮護衛官
（大卒程度試験）

労働基準監督官

海上保安官

航空管制官

食品衛生監視員

経験者採用試験

小　　　計

高
　
等
　
学
　
校
　
卒
　
業
　
程
　
度

一般職
試　験

高卒者試験

社会人試験
（係員級）

専
　
門
　
職
　
試
　
験

皇宮護衛官
（高卒程度試験）

刑務官

入国警備官

税務職員

　
　
　
　
　
　
大

学

（

大

学

院

）

卒

業

程

度

　
　
　
　
　
'

総
合
職
試
験

院卒者試験
（除く法務区分）

一般職
試　験

大卒程度試験

専
　
門
　
職
　
試
　
験

最終合格者数(B)　　人 倍率（Ａ/Ｂ） 　倍

航空保安大学校学生

海上保安大学校学生

海上保安学校学生

海上保安学校学生
（特別）

気象大学校学生

小　　　計

中途採用者選考試験（就職氷河期世代）

合　  　　計

選 考 試 験
申込者数(A)    　　 人 第１次選考通過者数　人
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平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6 平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6

1,430 1,280 1,276 1,095 1,023 994 910 922 893 1,144 22 66 61 76 102 108 132 123 112 117
(543) (448) (451) (401) (429) (386) (397) (413) (376) (541) (2) (23) (22) (31) (45) (36) (55) (39) (44) (44)

2,325 2,130 2,187 2,028 1,930 1,831 1,876 1,970 1,667 1,634 550 558 616 681 683 582 723 658 732 616
(778) (708) (735) (677) (734) (659) (716) (811) (689) (713) (174) (186) (197) (223) (260) (204) (293) (248) (307) (286)

619 622 609 549 557 647 563 524 502 491 74 79 71 93 100 95 103 113 164 151
(209) (197) (200) (201) (187) (211) (186) (202) (168) (165) (26) (25) (23) (34) (36) (22) (36) (40) (50) (54)

（注１） 総合職試験は中国管内の試験地で受験を申し込んだ院卒者試験と大卒程度試験の合計数。（令和５年度からは、大卒程度試験「教養区分」を含む）
（注２） 一般職試験（大卒程度試験及び高卒者試験）については、中国地域名簿の区分で受験を申し込んだ者(他事務局管内の試験地で受験を申し込んだ者を含む）の数と
　　　 　全国名簿の区分のうち中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数の和を示す。
（注３）（ ）内は女性の数を示す。

一般職
（大卒）

一般職
（大卒）

一般職
（高卒）

一般職
（高卒）

（申込者数） （合格者数）

総合職 総合職

各採用試験（総合職・一般職(大卒程度・高卒者)）の申込者数・合格者数の推移（10年間）

総合職
一般職
(大卒)

一般職
(高卒)

0

100

200

300

400

500

600

700

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6

（人）

（年度）

0

1,000

2,000

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4 5 6

（人）

（年度）
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試験区分別実施状況（2024年度）

①総合職試験

院卒者試験

 　　　   試験区分
 項目

16 3 1 5 5 2 9 0 4 45
(5) (0) (0) (0) (0) (0) (2) (0) (2) (9)

9 1 0 1 1 0 7 － 2 21
(2) － － － － － (2) － (0) (4)

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　 倍 1.8 3.0 － 5.0 5.0 － 1.3 － 2.0 2.1

（注１）　全国地域の試験として実施。中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数を示す。

（注２）　法務区分については、中国管内に試験地がない。

（注３）　（　）内は女性の数を示す。

大卒程度試験

 　　　   試験区分
 項目

43 625 87 7 6 37 2 18 29 5 11 229 1,099
(19) (323) (32) (4) (1) (7) (0) (6) (14) (0) (5) (121) (532)

6 54 8 1 0 8 1 1 9 2 1 5 96
(3) (25) (3) (1) (0) (1) － (1) (5) － (0) (1) (40)

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　 倍 7.2 11.6 10.9 7.0 － 4.6 2.0 18.0 3.2 2.5 11.0 45.8 11.4

（注１）　全国地域の試験として実施。中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数を示す。

（注2）　（　）内は女性の数を示す。

合計（院卒者試験＋大卒程度試験）

 　　　   試験区分
 項目

1,144
(541)

117
(44)

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　 倍 9.8

②一般職試験（大卒程度試験）

 　　　   試験区分
 項目

1,416 23 7 60 10 9 31 53 9 16 1,634
(647) (2) (1) (12) (7) (1) (12) (23) (1) (7) (713)

523 11 3 19 6 3 11 30 3 7 616
(256) (0) (1) (3) (4) (1) (4) (13) (0) (4) (286)

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　 倍 2.7 2.1 2.3 3.2 1.7 3.0 2.8 1.8 3.0 2.3 2.7

（注１）　行政区分は地域ごとの試験として実施。中国地域名簿の区分で受験を申し込んだ者（他事務局管内の試験地での受験を申し込んだ者を含む）の数を示す。

（注２）　その他の区分は全国地域の試験として実施。中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数を示す。

（注３）　（　）内は女性の数を示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③一般職試験（高卒者試験）     ④一般職試験（社会人試験（係員級））
  　　　   試験区分

 項目

397 57 33 4 491 13 0 13
(150) (11) (3) (1) (165) (3) (0) (3)

112 17 19 3 151 2 － 2
(48) (4) (1) (1) (54) (0) － (0)

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　 倍 3.5 3.4 1.7 1.3 3.3 6.5 － 6.5

（注１）　事務及び技術区分は地域ごとの試験として実施。中国地域名簿の区分で受験を申し込んだ者（他事務局管内の試験地での受験を申し込んだ者を含む）の

   　　　　　数を示す。

（注２）　農業土木及び林業区分は全国地域の試験として実施。中国管内の試験地での受験を申し込んだ者の数を示す。

（注３）　（　）内は女性の数を示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑤中途採用者選考試験（就職氷河期世代）

 　　　   試験区分
 項目

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　　倍 17.2 6.0 4.0 14.1

（注１）　中国地域名簿の区分で受験を申し込んだ者（他事務局管内の試験地での受験を申し込んだ者を含む）の数を示す。

数理科学・
物理・地球科学

化学・
生物・薬学 合　計

合　計デジタル 工　学
数理科学・

物理・地球科学
化学・

生物・薬学
農業科学・水産 農業農村工学 森林・自然環境

農業科学・水産 農業農村工学 森林・自然環境

教養

倍率（Ａ）/（Ｂ）　　　倍

事　務 刑務官

8

2

合　計

169

12

農業土木 合　計 　　　   試験区分
 項目

申込者数（Ａ）　　　人 申込者数（Ａ）　　　 人

技　術

合格者数（Ｂ）　　　人 合格者数（Ｂ）　　　 人

事　務 技　術 農業土木 林　業 合　計

農　 学 農業農村工学 林　 学 合　計

申込者数（Ａ）　　　人

物　理 化　 学

合格者数（Ｂ）　　　人

デジタル・
電気・電子 機　 械 土　 木 建　 築行　 政

申込者数（Ａ）　　　人

合格者数（Ｂ）　　　人

合　計

申込者数（Ａ）　　　人

合格者数（Ｂ）　　　人

申込者数（Ａ）　　　人

合格者数（Ｂ）　　　人

政治・国際・人文 法　律 経　済 人間科学

行　 政 人間科学 工　学デジタル

申込者数（Ａ）　　　 人 155

9合格者数（Ｂ）　　　 人

技　術

6

1
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人事院の機構図 (令和７年３月３１日現在)
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管理室
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事 務 総 長

職員団体

審 議 官

事 務 局

事 務 局 長

人 事 院

総 裁 ・ 人 事 官 ・ 人 事 官
国 家 公 務 員 倫 理 審 査 会

公 務 員 研 修 所

次　長 審議官 次　長 審議官

総括審議官 職 員 福 祉 局 人 材 局 給 与 局 公 平 審 査 局

(2(うち併任1))

副所長審議官

参事官

(2)

参事官
給　与

第一課

参事官 参事官 参事官

公文書

監理官

(併任1)

試　験

 審議官

（首席）
調整課 主任教授

職　員

相談課

総務課

(併任1) (11(うち併任10))

試験課 教務部
首　席

参事官 企画課 教　授

推進課

給　与

第二課

給　与

第三課

審理官

生　涯

設計課

(3)

補償課

職　員

福祉課

研　修
審査課

沖　縄東　北

事務局

公　平 苦情審査 災害補償審査

事務所

委員会 委 員 会 委員会

関　東 中　部 近　畿 中　国

教　務 

第一課

第二課

教　務

第二課 第二課第二課 第二課 第二課 第二課 第二課 第二課

四　国 九　州

事務局事務局 事務局 事務局 事務局 事務局 事務局

(5)

首席試験

専 門 官

総務課

第一課 第一課 第一課 第一課 第一課 第一課 第一課 第一課 調査課

総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課 総務課
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・ 他の機関に対する試験事務の委託及び指導

・ 職員団体の登録に関する事務

第 二 課 ・ 選考採用の審査

・ その他任免及び分限に関する事務

試験係

・ 国家公務員採用試験の実施に関する事務

・ 一般職試験、刑務官試験及び税務職員試験の採用候補者名簿の作成

・ 検査、監査の計画及び実施並びに実施に関する総合調整

・ 一般苦情処理に関する事務

・ 不利益処分の審査請求等の各事案の実施に関する事務　 など

任用係

・ 採用候補者名簿の管理及び採用候補者の採用促進に関する事務

・ 任用状況の調査及び任用に関する調査

公平勤務係

・ 勤務時間、休日及び休暇に関する事務

・ 健康管理、安全管理に関する調査及び指導その他福祉に関する事務

・ 育児休業等、配偶者同行休業及び自己啓発等休業に関する事務

・ ハラスメントの防止等に関する事務

・ 災害補償等の実施に関する調査及び指導その他補償に関する事務

・ 給与関係法令の実施に関する事務

・ 高齢社会に対応する人事行政等に関する事務
人事院中国

第 一 課 ・ その他給与に関する事務
事　務　局

研修係

・ 研修の実施に関する事務

・ 研修に関する支援に関する事務

・ その他研修に関する事務

給与係

・ その他局内一般庶務及び局の事務で他の所掌に属しないもの　 など

総 務 課 職員企画係

・ 服務及び懲戒手続に関する事務

・ 職員団体との折衝に関する事務　 など

・ 前渡資金、物品管理及び役務の調達に関する事務

・ 局員の任免、給与その他人事に関する事務

人事院中国事務局の組織及び事務分掌
（令和７年３月31日現在）

総務係

・ 局内の事務の連絡及び調整

・ 公文書の収受、発送、整理及び保管等に関する事務
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